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( 1 ) 例えば、渥美東洋編『組織・企業犯罪を考える (日本比較法研究所研究叢
書(42))』(中央大学出版部、1998年)、渥美東洋「組織犯罪対処に求められ
る構想と対処策」警察学論集 55巻 2 号、渥美東洋「国家・社会のあり方と
暴力団・組織犯罪規制の原理」危機管理研究会編『実戦！ 社会 vs暴力団〜
暴対法 20 年の軌跡』(金融財政事情研究会、2013 年) がある。




























































































制定後もほとんど変わっていない (9万 1千人から減少し一時 8 万人を


































































( 5 ) 指定の公正性を確保するため、都道府県公安委員会が指定をするには国家
公安委員会の確認を受けなければならず、国家公安委員会の確認は審査専門
委員の意見に基づくものでなければならないこととされている (6条)。





( 7 ) 当時、地方銀行副頭取射殺事件 (1993 年)、大手フィルム会社専務刺殺事
件 (1994 年)、大手都市銀行名古屋支店長射殺事件 (1994 年) などが相次い
で起きている。







( 9 ) 仮処分が容認された最初の例として、静岡地裁決定昭和 62 年 10月 9 日、
判例タイムズ 654 号 241頁。この事件はその後、使用をしないこと等を内容
とする和解が成立している。


























































































































































































利益供与の規制については、暴力団の威力利用目的での供与 (14 条 1
項)、暴力団の活動又は運営に協力する目的での相当の対償のない供与
(同条 2項)、その他の暴力団の活動を助長し又は運営に資することとなる










































































































































うとするもの」であると説明されている (2012 年 7 月 20 日衆議院内閣委員
会松原国務大臣答弁)。



















(19) 反対はあっても極めて少数である。江南市議会 2012 年 6月 26日、板橋区
議会 2012 年 10月 22 日などで反対討論があったが、いずれも議会の 1人会
派 (無会派、無所属) 議員であった。
(20) 同条例の詳細については、黒川浩一「福岡県暴力団排除条例の制定につい
て (上)(下)」警察学論集 62 巻 12 号及び 63 巻 1 号参照。

















































『実戦！ 社会 vs暴力団』の注 9参照。)。

















(35) 中山卓英「福岡県の「暴力団排除元年」の取組み」警察学論集 64 巻 7号
参照。
(36) 例えば、産経新聞 2014 年 9月 20 日「日本の分岐点 〈暴力団〉④暴排条例」
と題する記事では、ある指定暴力団幹部が条例施行前に都内の縄張り内の飲
食店から月 100万円以上のみかじめ料を徴収していたが、現在はゼロに近く
なったとの事例を紹介している。朝日新聞 2011 年 12月 22 日 (福岡版) は、
福岡県の暴力団対策身辺警戒隊の発足を伝える記事の中で、北九州地区の建
設業界で「暴力団離れ」が進んでいることを述べている。
(37) 2011 年には 29 件にのぼった (それ以前 4 年間の平均は 18.3 件)。その後
も 20 件台の発生が続いている。拳銃発砲事件と手りゅう弾投てき事件でみ
ると、2011 年は 12 件でいずれも福岡県内、2012 年は 3件で福岡県内で 2件、
千葉県内で 1件それぞれ発生している。なお、福岡県内では条例制定前から












実施要綱」が警察庁次長通達として、2011 年 12月 2 日に制定されている。
福岡県に関しては、県警察に 110名体制の保護対策室が設置されているほか、
各都道府県から機動隊員と捜査員が派遣されている。暴力団対策を強化する
観点から 2013 年度に全国で約 200人 (福岡県警察に 100人) の警察官の増
員が行われている。





65巻 11 号 14頁に概要が掲載されている。)。
第 3 今後の組織犯罪法制
1 組織犯罪情勢の変化
暴力団勢力は、2009 年末の 8 万 900人から、各地で暴力団排除条例が
制定された 2010 年末に 7万 8600人、2011 年末に 7万 300人、2012 年末


































































































































































(43) 近年の振り込め詐欺を含む特殊詐欺の激増 (2013 年の被害は過去最高の
約 490 億円) は、多数の新規参加者による新たな組織犯罪グループの形成が
急速に進んできた結果である。

















点から――」警察学論集 61 巻 6号参照。
(48) 2014 年 9月 18日、法制審議会において、「新時代の刑事司法制度特別部
会」においてまとめられた「新たな刑事司法制度の構築についての調査審議
の結果」が全会一致で採択され、法務大臣に答申されたが、その中に、取調
べの録音・録画制度の導入などとともに、盛り込まれている。
(49) 渥美前掲注 1「国家社会のあり方と暴力団・組織犯罪規制の原理」は、①
共同体を劣化させて収益を得ることは本質的不正義である、②ルールを
破って得る収益は正義に反する、③他人を犠牲にした収益につき責任を果
たさない組織は退出を強制しなければならない、④不正な収益には根拠が
なく、退場を命じられた後は本来の共同体や社会に帰属する、⑤まず損害
賠償として被害者に配分されるのは不正を正す矯正の正義に由来する、被害
者の復帰支援、劣化した共同体の回復に用いるのは、回復の正義と配分の正
義の要求である、⑥推定の原則の活用は正義の要求実現に不可欠であり、
しかも無罪推定に反しない、⑦暴力団と組織犯罪を解体し、共同体や社会
の劣化を防止する責任は、住民、共同体、社会、国家のすべてが分担する、
等と述べている。
(50) シンポジウムの全容は、「設立記念シンポジウム「子どもの非行防止と立
ち直り支援――社会安全のための研究と実務の協働――」」社会安全・警
察学創刊号に掲載されている。
(51) 両講演は、「〈社会安全政策論フォーラム〉社会安全政策論と警察学の今
後」警察学論集 67巻 2号に掲載されている。
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